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議案第１号

字の区域及び名称の変更について

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

本市の区域内の字の区域及び名称を別紙のように変更する。

令和７年９月１日提出

袖ケ浦市長 粕 谷 智 浩 

提案理由

 経営体育成基盤整備事業浮戸川上流Ⅲ期地区の施行に伴い、字の区域及

び名称の変更をする必要が生じたので、地方自治法第２６０条第１項の規

定により、議会の議決を求めるものである。
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変更調書 

新 旧 
地 番 

大 字 字 大 字 字 

大曽根 中溝向 大曽根 叺 田 ５３の内 

勝 洗 前 ３８５の内 

３８４の１に隣接する水路である公有地の 

一部 

３８４の１の地先の道路である公有地の全 

部 

３８５の地先の道路である公有地の全部 

柳 町 １６８の１の地先の水路である公有地の一 

部 

叺 田 洗 前 ３８５の内 ３８６～３８８ ３８９の１

３８９の２ ３９０～３９８ 

３８５～３８８、３８９の１、３８９の２ 

、３９０～３９８の地先の道路である公有 

地の全部 

沖 上望陀 裏内ノ

町 

８８の内 １０８の内 

８８の地先の道路である公有地の全部 

島 合 １０９の内 

１０９に隣接する水路である公有地の一部 

１０９の地先の道路である公有地の全部 

境 田 大曽根 外 町 １６６の１の内 １６７の１ １６８の１ 

１６９の１ １６９の２ １７０の１ 

１７１の１ １７２の１ １７３の１ １ 

７４の１ １７５の１ １７６の１ １７ 

７の１ １７８の１ １７９の１ 

内 町 北仲沖 ２２６の内 
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大 坪 ２２６の内 ２５５の内 

２５５の地先の道路である公有地の全部 

中溝向 ２４に隣接する水路である公有地の全部 

北仲沖 南仲沖 ２５０の１ 

笊 田 内 町 １９６の内 ２２５の内 

２２５の地先の道路である公有地の全部 

北仲沖 ２２６の内 

大 坪 ２８５の地先の道路である公有地の全部 

２８５の地先の水路である公有地の一部 

貝 塚 境 田 １６５の内 

１６５の地先の道路である公有地の全部 

外 町 １６６の１の内 

五反目 ３３１の１ ３３１の２ ３３２の１ ３ 

３２の２ ３３３の１ ３３３の２ ３３ 

４の１ ３３５の１ ３３６の１ ３３７ 

の１ ３３７の２ ３３８の１ ３３９の 

１ ３４０の１ ３４１の１ ３４２の１ 

３４３の１ ３４４の１ ３４５の１ 

３４５の１の地先の道路である公有地の全 

部 

勝 柳 町 中溝向 ２３、２６、２７、３０、３１、３４、３ 

５、３８、３９、４２、４３の１、４３の 

２、４６、４７、５０、５１の地先の道路 

である公有地の一部 

勝 若宮崎 １７３ 

水 寄 １８４に隣接する水路である公有地の全部 

洗 前 ３８４の１の内～３８４の５の内 ３５５ 

の内 

３５５の地先の道路である公有地の全部 
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水 寄 丸 菅 ３２５の１の内 ３５４の１の内～３５４ 

の３の内 

仲 田 椀 目 ２５７の内～２７１の内 

椀 目 岩 井 西伝地

下 

１，５２５～１，５３１ 

京 田 １，５３２の５ １，５３２の６ 

井戸田 １，５３２の３ １，５３２の４ １，５ 

５５の２ １，５６４ 

勝 仲 田 ２３８の１、２３９に隣接する水路である 

公有地の一部 

２３９の地先の道路である公有地の全部 

堀 向 大曽根 沖 ６８の１ ７３ ７４ 

谷 中 熊 野 ５８２の内 ５７７の内 

及びこれらの区域に隣接介在する道路、水路である公有地の全部 

備考 上記の土地の表示は、令和６年９月１２日現在の登記事項証明

書によるものである。 
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議案第２号 

袖ケ浦市行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

袖ケ浦市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

令和７年９月１日提出 

袖ケ浦市長 粕 谷 智 浩 

提案理由 

 地方公共団体情報システムの標準化に伴い、住登外者宛名番号管理機能

による住登外者の情報に関する事務等を定めるため、条例の一部を改正し

ようとするものである。 
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袖ケ浦市条例第  号 

袖ケ浦市行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

袖ケ浦市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

（平成２７年条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「特定個人番号利用事務」の次に「並びに市長又は教育

委員会が第４項に規定する住登外者宛名情報を利用して行う番号法別表の

下欄に掲げる事務及び番号法第９条第１項に規定する準法定事務」を加え、

同条中第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。 

４ 市長又は教育委員会は、番号法別表の下欄に掲げる事務又は番号法第

９条第１項に規定する準法定事務を処理するために必要な限度で、住登

外者（市の住民基本台帳に記録されていない者をいう。以下同じ。）を

一意に特定するための番号を付番し、管理する機能（以下「住登外者宛

名番号管理機能」という。）による住登外者の情報の管理に関する情報

（以下「住登外者宛名情報」という。）であって自らが保有するものを

利用することができる。 

別表第１中１２の項を１３の項とし、１１の項を１２の項とし、１０の 

項の次に次のように加える。 

１１ 市長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管

理に関する事務であって規則で定めるもの 

別表第１に次のように加える。 

１４ 教育

委員会 

住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管

理に関する事務であって規則で定めるもの 

別表第２の１の項を次のように改める。 

１ 市長 袖ケ浦市国民健康保険短期 ・住民基本台帳法（昭和４
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人間ドック助成事業実施要

綱による国民健康保険被保

険者に対する短期人間ドッ

ク費用の一部助成に関する

事務であって規則で定める

もの 

２年法律第８１号）第７

条第４号に規定する事項

に関する情報（以下「住

民票関係情報」という。 

）であって規則で定める

もの 

・地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）その他の

地方税に関する法律に基

づく条例の規定により算

定した税額又はその算定

の基礎となる事項に関す

る情報（以下「地方税関

係情報」という。）であ

って規則で定めるもの

・国民健康保険法（昭和３

３年法律第１９２号）又

は高齢者の医療の確保に

関する法律（昭和５７年

法律第８０号）による医

療に関する給付の支給又

は保険料の徴収に関する

情報（以下「国民健康保

険等給付関係情報」とい

う。）であって規則で定

めるもの

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの
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別表第２の２の項を削り、同表の３の項中 

「 「 
・国民健康保険等給付関係

情報であって規則で定め

るもの を

・国民健康保険等給付関係

情報であって規則で定め

るもの

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの
」 」 

に改め、同表の３の項を同表の２の項とし、同表の４の項中「・生活保護

関係情報」を「・生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護の

実施又は就労自立給付金の支給に関する情報（以下「生活保護関係情報」

という。）」に、 

「 「 
・医療保険各法（健康保険

法（大正１１年法律第７

０号）、船員保険法（昭

和１４年法律第７３号）、

私 立 学 校 教 職 員 共 済 法

（昭和２８年法律第２４

５号）、国家公務員共済

組合法（昭和３３年法律

第１２８号）、国民健康

保険法又は地方公務員等

共済組合法（昭和３７年

法 律 第 １ ５ ２ 号 ） を い

う。）又は高齢者の医療

の確保に関する法律によ

る医療に関する給付の支

給又は保険料の徴収に関

する情報（以下「医療保

を

・医療保険各法（健康保険

法（大正１１年法律第７

０号）、船員保険法（昭

和１４年法律第７３号）、

私立学校 教職員共 済法

（昭和２８年法律第２４

５号）、国家公務員共済

組合法（昭和３３年法律

第１２８号）、国民健康

保険法又は地方公務員等

共済組合法（昭和３７年

法律第１５２号）をい

う。）又は高齢者の医療

の確保に関する法律によ

る医療に関する給付の支

給又は保険料の徴収に関

する情報（以下「医療保
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険 給 付 関 係 情 報 」 と い

う。）であって規則で定

めるもの 

」 

険給付関係情報」とい

う。）であって規則で定

めるもの 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの
」 

に改め、同表の４の項を同表の３の項とし、同表の５の項中 

「 「 
・医療保険給付関係情報で

あって規則で定めるもの を

・医療保険給付関係情報で

あって規則で定めるもの

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの
」 」 

に改め、同表の５の項を同表の４の項とし、同表の６の項中 

「 「 

・
身体障害者福祉法（昭和

２４年法律第２８３号）

による身体障害者手帳、

精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和

２５年法律第１２３号）

による精神障害者保健福

祉手帳又は知的障害者福

祉法（昭和３５年法律第

３７号）にいう知的障害

者に関する情報（以下

「障害者関係情報」とい

う。）であって規則で定

めるもの

を 

・身体障害者福祉法（昭和

２４年法律第２８３号）

による身体障害者手帳、

精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和

２５年法律第１２３号）

による精神障害者保健福

祉手帳又は知的障害者福

祉法（昭和３５年法律第

３７号）にいう知的障害

者に関する情報（以下

「障害者関係情報」とい

う。）であって規則で定

めるもの

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの
」 」 
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に改め、同表の６の項を同表の５の項とし、同表の７の項中 

「 「 
・国民年金法（昭和３４年

法律第１４１号）、私立

学校教職員共済法、厚生

年金保険法（昭和２９年

法律第１１５号）、国家

公務員共済組合法又は地

方公務員等共済組合法に

よる年金である給付の支

給又は保険料の徴収に関

する情報（以下「年金給

付関係情報」という。）

であって規則で定めるも

の

を

・国民年金法（昭和３４年

法律第１４１号）、私立

学校教職員共済法、厚生

年金保険法（昭和２９年

法律第１１５号）、国家

公務員共済組合法又は地

方公務員等共済組合法に

よる年金である給付の支

給又は保険料の徴収に関

する情報（以下「年金給

付関係情報」という。）

であって規則で定めるも

の

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの
」 」 

に改め、同表の７の項を同表の６の項とし、同表の８の項中 

「 
・年金給付関係情報であっ

て規則で定めるもの

 

を

「 ・年金給付関係情報であっ

て規則で定めるもの

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの

 

」 」 

に改め、同表の８の項を同表の７の項とし、同表の９の項中 

「 「 
・障害者自立支援給付関係

情報であって規則で定め

るもの を

・障害者自立支援給付関係

情報であって規則で定め

るもの

・住登外者宛名情報であっ
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」 
て規則で定めるもの 

」 

に改め、同表の９の項を同表の８の項とし、同表の１０の項中 

「 「 
・障害者関係情報であって

規則で定めるもの を

・障害者関係情報であって

規則で定めるもの

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの
」 」 

に改め、同表の１０の項を同表の９の項とし、同表の１１の項中 

「 「 
・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの を

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの
」 」 

に改め、同表の１１の項を同表の１０の項とし、同表に次のように加える。 

１ １ 教 育

委員会 

袖ケ浦市要保護及び準要保

護児童生徒就学援助実施要

綱による就学援助費（医療

費以外）の支給に関する事

務であって規則で定めるも

の 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの

１ ２ 教 育

委員会 

袖ケ浦市特別支援教育就学

奨励費支給要綱による特別

支援教育就学奨励費の支給 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの

に関する事務であって規則

で定めるもの 

別表第３中５の項を６の項とし、４の項を５の項とし、３の項を４の項

とし、２の項の次に次のように加える。 
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３ 市長 住登外者宛名番号

管理機能による住

登外者の情報の管

理に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

３ 教 育

委 員 会

・住登外者宛名情報で

あって規則で定める

もの

別表第３に次のように加える。 

７ 教 育

委 員 会

住登外者宛名番号

管理機能による住

登外者の情報の管

理に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

７ 市長 ・住登外者宛名情報で

あって規則で定める

もの

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３号 

袖ケ浦市重度心身障害者福祉手当支給条例等の一部を改正す 

る条例の制定について 

袖ケ浦市重度心身障害者福祉手当支給条例等の一部を改正する条例を別

紙のように制定する。 

令和７年９月１日提出 

袖ケ浦市長 粕 谷 智 浩 

提案理由 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）の一部が改正されたことに伴い、引用している条項

を整理するため、関係する条例の一部を改正しようとするものである。 
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袖ケ浦市条例第　号 

袖ケ浦市重度心身障害者福祉手当支給条例等の一部を改正す

る条例 

 （袖ケ浦市重度心身障害者福祉手当支給条例の一部改正） 

第１条 袖ケ浦市重度心身障害者福祉手当支給条例（昭和４８年条例第２

０号）の一部を次のように改正する。 

第３条ただし書中「第５条第１７項」を「第５条第１８項」に改める。 

 （袖ケ浦市精神障害者医療費等給付条例の一部改正） 

第２条 袖ケ浦市精神障害者医療費等給付条例（昭和４９年条例第３７

号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項第３号中「第５条第２４項」を「第５条第２５項」に改

める。 

 （袖ケ浦市福祉作業所の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第３条 袖ケ浦市福祉作業所の設置及び管理に関する条例（平成３年条例

第８号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２号中「第５条第１４項」を「第５条第１５項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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報告第１号 

令和６年度袖ケ浦市一般会計継続費精算報告について 

 令和６年度で、庁舎整備事業、子育て応援プラン策定事業及び昭和中学

校校舎増築事業（基本・実施設計委託）の継続年度が終了したので、地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定により

継続費精算報告書を調製し、これを報告する。 

  令和７年９月１日提出 

袖ケ浦市長  粕 谷  智 浩 
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国県支出金 地方債 その他 国県支出金 地方債 その他 国県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

２． １． 元 8,500,000 0 0 0 8,500,000 8,500,000 0 0 0 8,500,000 0 0 0 0 0

総 務 費 総務管理費

2 258,600,000 0 254,400,000 0 4,200,000 236,970,000 0 236,700,000 0 270,000 21,630,000 0 17,700,000 0 3,930,000

3 1,678,200,000 0 1,623,700,000 0 54,500,000 1,215,200,000 0 1,211,000,000 0 4,200,000 463,000,000 0 412,700,000 0 50,300,000

4 2,341,400,000 30,792,000 1,704,900,000 601,373,000 4,335,000 2,826,030,000 30,792,000 2,135,300,000 601,373,291 58,564,709 △ 484,630,000 0 △ 430,400,000 △ 291 △ 54,229,709

5 976,900,000 22,819,000 951,500,000 0 2,581,000 976,900,000 22,819,000 951,500,000 0 2,581,000 0 0 0 0 0

6 1,703,943,000 38,878,000 1,664,500,000 0 565,000 1,703,943,000 38,878,000 1,664,500,000 0 565,000 0 0 0 0 0

計 6,967,543,000 92,489,000 6,199,000,000 601,373,000 74,681,000 6,967,543,000 92,489,000 6,199,000,000 601,373,291 74,680,709 0 0 0 △ 291 291

３． ２． 5 3,124,000 0 0 0 3,124,000 3,124,000 0 0 0 3,124,000 0 0 0 0 0

民 生 費 児童福祉費

6 4,290,000 0 0 0 4,290,000 4,290,000 0 0 0 4,290,000 0 0 0 0 0

計 7,414,000 0 0 0 7,414,000 7,414,000 0 0 0 7,414,000 0 0 0 0 0

１０． ３． 5 18,375,000 0 0 0 18,375,000 18,375,000 0 0 0 18,375,000 0 0 0 0 0

教 育 費 中 学 校 費

6 31,125,000 0 23,300,000 7,800,000 25,000 31,125,000 0 23,300,000 7,800,000 25,000 0 0 0 0 0

計 49,500,000 0 23,300,000 7,800,000 18,400,000 49,500,000 0 23,300,000 7,800,000 18,400,000 0 0 0 0 0

令　和　6　年　度　袖　ケ　浦　市　一　般　会　計　継　続　費　精　算　報　告　書

比　　　　　　　　　　較

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源特　　定　　財　　源
年 割 額 と
支出済額の差一般財源 一般財源

款

庁舎整備事業

年 割 額 特　　定　　財　　源

左　　の　　財　　源　　内　　訳

昭和中学校校
舎増築事業
（基本・実施
設計委託）

事業名 年度

子育て応援プ
ラン策定事業

実　　　　　　　　　　績

項

全　　　　体　　　　計　　　　画

一般財源
支出済額

左　　の　　財　　源　　内　　訳
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報告第２号 

令和６年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率に

ついて 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、令和６年度決算に基づく

健全化判断比率及び資金不足比率を監査委員の意見を付けて報告する。 

令和７年９月１日提出 

袖ケ浦市長 粕 谷 智 浩 
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令和６年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率 

１ 健全化判断比率 （単位：％） 

財 政 指 標 健全化判断比率 早期健全化基準 

実質赤字比率 － １２．６１ 

連結実質赤字比率 － １７．６１ 

実質公債費比率 ４．７ ２５．０ 

将来負担比率 １１．２ ３５０．０ 

「－」は、健全化判断比率が０以下の場合を示す。 

２ 資金不足比率 （単位：％） 

会 計 区 分 資金不足比率 経営健全化基準 

下水道事業会計 － ２０．０ 

「－」は、資金不足比率が０以下の場合を示す。 
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報告第３号 

専決処分の報告について 

地方自治法（ 昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

令和７年９月１日提出 

袖ケ浦市長  粕 谷  智 浩   
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専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

記 

専決第８号 

袖ケ浦市大鳥居４３９番地先で発生した車両物損事故に係る和解及び損

害賠償の額の決定について 

 

１ 事 故 発 生 年 月 日  令和６年１１月１日 

 

２ 事 故 発 生 場 所  袖ケ浦市大鳥居４３９番地先 

 

３ 事 故 の 相 手 方  個人 

 

４ 市 の 損 害 賠 償 額  ７７，７００円 

 

５ 相手方の損害賠償額  ４１，８９４円 

 

６ 賠 償 の 理 由   令和６年１１月１日午前１１時４分頃、袖ケ浦市大鳥

居４３９番地先において、公用車が丁字路にて一時停止

し、車両等が見受けられなかったため左折を試みたとこ

ろ、直進してきた相手方車両の右フロントバンパーと公

用車左フロントバンパーが接触し、双方の車両が破損し

た。 

この事故については、双方に過失があるので、上記金

額を賠償し和解する。袖ケ浦市及び個人は、このほかの

請求権を放棄する。 

 

  令和７年７月２４日 

 

袖ケ浦市長  粕 谷  智 浩   
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